
石綿調査算定要領の一部改正（新旧対照表）

改正前 改正後

（適用範囲）

第１条 この要領は、静岡県が施行する公共事業に伴う損失補償基準細則第15の建物等の移転料の算定に係る

取りこわし工事費、切取工事費、解体工事費及び曳家工事費のうち、石綿含有建材に係るものの調査積算に適用

するものとする。

（調査表）

第４条 対象石綿の調査表は、前条の調査結果に基づき、様式第１号の石綿調査表より作成し、次の各号に掲

げる項目につき、それぞれ当該各号に定める事項を記載するものとする。

一～十二 （略）

（図面）

第５条 （略）

２ 石綿施工状況図は、建物移転料算定要領、木造建物調査積算要領、非木造建物調査積算要

領、機械設備調査算定要領及び附帯工作物調査算定要領に定める図面を利用し、対象石綿の使

用されている位置、範囲、厚さ等を明示するとともに、その確認方法についても記載するもの

とする。

３ （略）

（分析調査）

第６条 （略）

２ 試料の採取は、建物等の所有者に対し、調査の目的、試料の採取方法及び試料採取後の補修の方法について

必要となる事項を説明の上、当該調査の実施について建物等の所有者の承諾を得て実施するものとする。承諾

が得られたときは、承諾の条件を明示した様式第２号の調査承諾確認書を作成し、所有者の署名押印を求める

ものとする。

３～５ （略）

（適用範囲）

第１条 この要領は、静岡県が施行する公共事業に伴う損失補償基準細則第15の建物等の移転料の算定に係る

取りこわし工事費、切取工事費、解体工事費及び曳家工事費のうち、石綿含有建材に係るものの調査算定に適用

するものとする。

（調査表）

第４条 対象石綿の調査表は、前条の調査結果に基づき、様式第１の石綿調査表より作成し、次の各号に掲げ

る項目につき、それぞれ当該各号に定める事項を記載するものとする。

一～十二 （略）

（図面）

第５条 （略）

２ 石綿施工状況図は、建物移転料算定要領（別添一の一木造建物調査積算要領〔軸組工法〕、別

添一の二木造建物調査積算要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法〕若しくは別添

二非木造建物調査積算要領）、機械設備調査算定要領又は附帯工作物調査算定要領に定める図面

を利用し、対象石綿の使用されている位置、範囲、厚さ等を明示するとともに、その確認方法

についても記載するものとする。

３ （略）

（分析調査）

第６条 （略）

２ 試料の採取は、建物等の所有者に対し、調査の目的、試料の採取方法及び試料採取後の補修の方法について

必要となる事項を説明の上、当該調査の実施について建物等の所有者の承諾を得て実施するものとする。承諾

が得られたときは、承諾の条件を明示した様式第２の調査承諾確認書を作成し、所有者の署名押印を求めるも

のとする。

３～５ （略）



（参考資料）レベル別石綿調査算定フロー （参考資料）レベル別石綿調査算定フロー

（調査承諾確認書の作成）

(石綿施工状況図の作成)

(写真撮影報告図の作成)

石綿含有吹付け材(レベル 1） ・石綿含有保温材等（レベル 2）

（１）目視調査・既存図調査・建物等の所有者等へ聞き取り調査 ※ レベル１～３については、石綿障害予防規則

による作業等の実施方法について、建設業

労働災害防止協会が定めた作業レベルの名称である。
（石綿調査表の作成）

①石綿使用なし
②石綿使用の可能性あり、

または不明

（２）分析調査を実施

①石綿使用なし ②石綿使用あり

通常の算定

通常の撤去処分費

石綿の算定

通常の撤去処分費に

石綿除去処分費を加算

石綿含有成形板・石綿含有仕上塗材(レベル 3）

（１）目視調査・既存図調査・建物等の所有者等へ聞き取り調査

（石綿調査表の作成）

①石綿使用なし ②石綿使用あり みなし含有の判断

(新設)

専門家の意見

（２）①みなし含有 （２）②分析調査の実施

(石綿施工状況図の作成)

(写真撮影報告図の作成) (調査承諾確認書の作成)

通常の算定
通常の撤去処分費

②石綿使用あり ①石綿使用なし

(石綿施工状況図の作成)

(写真撮影報告図の作成)

通常の算定
通常の撤去処分費

（３）算定方法の検討

①追加費用を要しない

（通常の撤去処分費）

②石綿除去処分費を加算

（新設）

石綿含有成形板等の除去

にあたり作業場所の隔離の

必要もなく、当該建材を手作

業で除去後は通常解体と同

様の作業で手機械併用こわ

しの適用が妥当と判断され

る等、結果として追加費用が

必要ない場合

（調査承諾確認書の作成）

(石綿施工状況図の作成)

(写真撮影方向図の作成)

石綿含有吹付け材(レベル 1） ・石綿含有保温材等（レベル 2）

（１）目視調査・既存図調査・建物等の所有者等へ聞き取り調査 ※ レベル１～３については、石綿障害予防規則

による作業等の実施方法について、建設業

労働災害防止協会が定めた作業レベルの名称である。
（石綿調査表の作成）

①石綿使用なし
②石綿使用の可能性あり、

または不明

（２）分析調査を実施

①石綿使用なし ②石綿使用あり

通常の算定

通常の撤去処分費

石綿除去処分費の算定

石綿含有成形板・石綿含有仕上塗材(レベル 3）

（１）目視調査・既存図調査・建物等の所有者等へ聞き取り調査

（石綿調査表の作成）

①石綿使用なし ②石綿使用あり みなし含有の判断

(石綿施工状況図の作成)

(写真撮影方向図の作成)

専門家の意見

（２）①みなし含有 （２）②分析調査の実施

(石綿施工状況図の作成)

(写真撮影方向図の作成) (調査承諾確認書の作成)

通常の算定
通常の撤去処分費

②石綿使用あり ①石綿使用なし

(石綿施工状況図の作成)

(写真撮影方向図の作成)

通常の算定
通常の撤去処分費

（３）算定方法の検討

①石綿除去処分費の算定 ②石綿除去処分費の算定

石綿含有成形板等の除去

にあたり作業場所の隔離の

必要もなく、当該建材を手作

業で除去後は通常解体と同

様の作業で手機械併用こわ

しの適用が妥当と判断され

る等の場合

石綿含有成形板等の除去

にあたり作業場所の隔離お

よび常時湿潤な状態に保っ

た上での除去処分が必要と

判断される等の場合



備 考

改正箇所は、下線が引かれた部分である。

附 則

この要領は、令和６年７月１日から施行する。


